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Q年 次有給体暇は、パートダイマーやアルバイトの従業員
にも付与しなければならないと思いますが、付与の要件や日

数も正社員と同じにしなければならないのでしょうか?

Aご 存知のように、従業員が、採用後6か月間継続勤務し、
その間の労働日の8割以上出勤した場合に、最初の年休取得

の権利が発生します。

この年体の発生要件は、全従業員において同一です。しか

し、実は、付与される日数は、所定労働日数、所定労働時間に

よつて異なります。これを具体的にみていきましょう。

最十刀の基準国の発生日数についていえば、通常労働者(正

社員等)は 10日ですが、以下に該当する短時間従業員(①+② (a)

または①+② (b))は、週所定労働日数により1日～7日と労働日

数に比例して少なくなるのです。そして、以後は、1年ごとに、そ

れぞれ規定の日数を加えた年休が発生します(上限あり)。

①所定労働日数に関係なく、一週間の所定労働時間が30

時間未満

②(a)1週間の所定労働日数が4日以下

(b)年間所定労働日数が216日以下

ここで注意すべき点があります。上記要件は、年休発生基準

日における労働契約上の「所定」労働日数、「所定」労働時間を

基準としていますので、従業員が残業したり、契約外の日に勤

務したりしても、その時間や日は含まれません。

上記のとおり、年休の発生日数は、労働日数の多少、労働時間

の長短のみにより区分されており、呼称、労働形態、職種、地位

等は問わず、忙しい仕事か否か、事務仕事か屋外作業か等、仕

事の内容も全く関係ないのです。

ところで、正社員と異なり、パートタイマー従業員は、業務の

繁閑や従業員本人の都合で、週所定労働日数が変更されるこ

とがあると思いますが、この場合、年体はどうなるのでしようか?

年体の日数は、基準日時点での所定労働日数によって決定

しますので、変更が当該従業員の契約年度の途中の場合は、

次の基準日までは、すでに発生している日数のまま変更はない

のです。一方、年度更新時点での変更は、年体の権利発生要

件については前年度(変更前)の労働日数によつて算定され、

日数については基準日(変更後)の所定労働日数に対応する日

数の年休が発生します。例えば、週3日労働の従業員が、年体
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の発生する年度更新で週4日に変更された場合、8割出勤の

要件については週3日労働で判断し、日数は週4日に対応する

年休が発生します。

さて、そもそも、年体の意義とはどのようなものなのでしょう

か。元 は々「休養にして労働による疲れを回復させること」を目

的として作られたため、最低「1日単位」で付与することとなって

いました。細切れに休んでも休養にならないからです。しかし、

時代とともに変化し、半日年休、時間単位年体の付与も可能に

なりました。とはいえ、半日年体は、法律上、使用者の義務では

なく、あくまでも任意に認めた場合にのみ可能となります。また、

時間単位年休は法律上の制度ですが、5日以内に限られてい

ますし、実施するには労使協定の締結が必要です。

そして、使用者が半日年体を認める場合は、半日の単位を決

めておきます。一般的には、午前と午後に分けるのがわかりや

すいと思われますが、所定労働時間の半分と規定する方法も

あります。ただ、時間帯区分の場合、時間単位年休と区別しな

ければなりませんし、例えば午前9時始業の会社で、年前10時

から午後3時まで、等、就業時間の途中に配置される区分は認

められないでしょう。単なる長い休憩時間となり、半日の趣旨か

ら外れるからです。年体は、依然として1日単位が原則となって

いるのです。

ちなみに、年休取得の際、起こりがちな疑間として、繰越し分

と当年度分のどちらに充道するのかという問題があります。使

用者が何ら意思表示をしない場合は、繰越し分から充当される

と解されますので、どうしても当年度分から充当したい場合は、

就業規則等の定めが必要となるでしょう。
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